
0 5 4

２．実施状況

３．総合診断

単位等

千円

千円

千円

千円

％

千円

人

千円

人

千円

千円

千円

目標

実績

目標

実績

目標

実績

目標

実績

平成１６年度

事務事業名

事業期間

新基本計画
（平成26年～平成30年）

基本施策 12 展開方向 3

予算区分 一般会計

児童生徒指導特別支援事業

令和２年度以降

款 0403 中大

～

教育委員会事務局

学校教育課

担当部

担当課

10　教育費

〇

　

事業番号

実施計画事業

実施計画事業以外の事業

令和元年度 事務事業評価シート

0 0
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項 01 目 04

-

60,838 68,967
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62,978

〇（実計）学校生活サポーター
特別支援学級において、特に支援が必要な学級や児童生徒に対して、「学校生活サポーター」を配置した。（６名）

〇スクールサポーター
小中学校に「スクールサポーター」を配置し、主としてクラスに入って児童生徒の指導で担任を補助する業務及び児童生徒
の不登校の対応など、個々に対しきめ細やかな対応を行った。（小学校16名、中学校10名を配置）

〇特別支援教育相談員
学校心理士の資格を有する「特別支援教育相談員」が各校を巡回し、面談や発達検査・ケース検討を行い、より適切な対応
を模索し、児童生徒・保護者・教員に対して指導と支援を行った。（相談員1名）

〇こどもこころの相談室相談員
学識経験者や医師が「こどもこころの相談室相談員」として、小中学校を巡回し、学校の援助チームとともに専門的な見地か
ら支援を行った。（有識者１名、医師２名）

〇学習チューター
大学生を「学習チューター」として募集し、小中学校および公立幼稚園へ派遣し、授業や学校生活等の支援を行った。（３５
名）
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1．事業の概要
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４．総合評価

千円 節 節事務事業評価による額

〇（実計）学校生活サポーター

〇スクールサポーター
〇特別支援教育相談員
〇こどもこころの相談室相談員
〇学習チューター
　支援が必要となる原因は多種多様であるため、今後もきめ細やかな支援体制を検討していく必要
がある。

　特別に支援が必要な児童生徒数については、増加傾向にある。また、インクルーシブ教育の進展
に伴い、障害のある児童生徒が、特別支援学校ではなく、地域の市立学校へ就学希望するケース
が多くなってきているが、当面は現体制での指導を継続していくことから、事業全体のボリュームと
して「維持」とした。

予算区分

改善点は見られない 改善点が若干見られる 大いに改善すべき

〇（実計）学校生活サポーター
　H30年度から、特別支援学級の児童生徒で特に個別の支援が必要なケースや特別支援学級の
在籍児童生徒が多いなど運営支援を必要とする学校に対して、学校生活サポーター（６名）を配置
し、よりきめ細やかな対応を実施することができるようになった。

〇スクールサポーター
〇特別支援教育相談員
〇こどもこころの相談室相談員
　訪問回数は前年度に比較して減少しているが、その理由としては、学校から相談が申し込まれる
当該児童生徒が年度によって増減するものであり、H30が少なかったため。また、相談員数は、コロ
ニーの相談員活動が減少するとの申し出を受けて、代替として１名増員したものであり、相談員数
の増加と訪問活動の減少に相関関係はない。
〇学習チューター
　活動回数が減少傾向にあるが、その理由としては、近年、大学が授業の一環として、学生を学校
に派遣する活動をしており、学生が個人で登録する学習シューター数が減少していることによると考
えられる。
　特別支援相談員による巡回相談や、スクールサポーターを配置し、学校・学級不適応を起こして
いる児童生徒に適切な指導、支援を行った。

　通常学級にも支援が必要な児童生徒がいるため、そういった点を踏まえて今後も、きめ細やかな
支援を行っていくための体制を整えていく必要がある。
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